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● クリーンな商品 － 環境にやさしいスバルブランドの商品設計、研究開発

●  クリーンな工場 － 生産工程における環境負荷の低減

● クリーンなオフィス － 本来業務を中心とした環境負荷の低減

●  クリーンな物流 － 物流面における環境負荷の低減

● クリーンな販売店 － 販売店の環境保全活動に対する支援

● 管理面の拡充 － 社会貢献や情報公開、スバルグループとしての環境活動強化

環境方針【制定:1998年4月 改定:2010年3月】

常に地球環境と事業活動の深い関わりを認識し、「クリーンな商品」を「クリーンな工場、オフィス」から「クリーンな物流、販売店」を通

してお客さまにお届けし、社会の持続的な発展を目指します。

また、法規制・地域協定・業界規範の順守はもとより、社会・地域貢献、自主的・継続的な改善、汚染の未然防止に取り組んでいきます。

環境方針

取締役 兼 専務執行役員

環境委員会委員長

当社内外の環境変化に対応しながら、引き続き、環境ボランタリープランを実行し、「持続可能な社会」

の実現を目指していきます。

「持続可能な社会」の実現を目指して◎

当社の環境委員会では、2014年5月に発表した新中期経営ビジョン「際立とう2020」の柱である「スバ

ルブランドを磨く」「強い事業構造を創る」ためにも環境取り組みは重要であるとし、活動をスタート

しました。

具体的な取組みは、環境ボランタリープランに示す地球温暖化対策、資源循環、公害防止・有害化学

物質、環境マネジメントの計画実行と、その目標達成です。2014年度は全38項目全て目標達成するこ

とができました。

2014年度の取り組みを振り返って◎

当社事業活動の自動車、航空機、宇宙関連機器、発動機等の製造や販売は、地球温暖化や資源循環な

どの地球環境と深い関わりがあることを認識し、事業活動を通じて環境問題に取り組んでいます。

地球環境と事業活動の関わりについて◎

「持続可能な社会」の実現を目指して

環境委員長メッセージ

環境ビジョン



地球温暖化対策 資源循環

環境マネジメント

公害防止・
有害化学物質使用削減

生物多様性ワーキンググループ
の設置

LCA(ライフサイクルアセスメント)データの公開推進

エコアクション21の国内全販売特約店認証の維持を支援

幅広い環境情報の公開推進

関連企業を含めたISO14001
統合認証化を推進

サプライヤーCSRガイドラインを取引先に
拡大展開(航空宇宙・産業機器部門)

先進安全機能を大幅に進化させたEyeSight
 (ver.3)の展開

環境事故・苦情の法基準値超過ゼロ活動を推進
VOCおよびPRTRの低減

EU指令など各国・各種法規の対応を順守

燃費向上・排出ガス低減の両立を図った騒音低減
の技術開発を推進

平成17年基準排出ガス75％
低減レベル認定車を拡大　

新型車のリサイクル配慮設計を推進、
2015年リサイクル実行率95%に貢献

国内外生産工場の
ゼロエミッションを
継続

使用済みバンパー
回収の継続的実施

2013年に
ハイブリッド車を
市場導入

燃費性能を従来比
30％向上させる

国内外生産工場からのCO2
排出量の削減活動を推進

グローバルで燃費・温室効果ガス基準の
確実な達成

水平対向ディーゼルエンジンのユーロ6対応

水平対向直噴
ターボエンジンの
市場導入

エコドライブ支援の推進

第5次環境ボランタリープラン

当社は、第5次環境ボランタリープランとして、2012年度から2016年度までの環境保全自主取り組み計画を策定しました。これは、当社環

境方針に基づき、常により高い環境保全目標を掲げるとともに、的確な環境対策を盛り込み、これまで以上にクリーンな商品を、クリーン

な工場・オフィスから、クリーンな物流により、クリーンな販売店を通してお客さまにお届けし、商品で社会に貢献することを目標として

います。

当社のみならず、グループ企業の指針として共有し、当社グループとして環境問題の継続的改善に積極的に取り組んでいきます。その取り

組み項目について「地球温暖化対策」「資源循環」「公害防止・有害化学物質使用削減」「環境マネジメント」に区分し、紹介します。

第5次環境ボランタリープラン（2012～2016年度）サマリー



【１】地球温暖化対策（PDF形式）

【２】資源循環（PDF形式）

【３】公害防止・有害化学物質使用削減（PDF形式）

【４】環境マネジメント（PDF形式）

富士重工業 環境保全自主取り組み計画【2012～2016年度】

■ 富士重工業 環境保全自主取り組み計画 【2012～2016年度】
【1】 地球温暖化対策

目標 年度実績 評価 目標

※1 SIA:Subaru of Indiana Automotive,Inc.

２０１６年度までの目標・取り組み

燃費の向上

クリーンエネルギーの利用

エアコン冷媒に係る地球温暖
化の抑制

生産工場

物流

自

動

車

◆

◆

◆

領   域 項          目
２０１４年度 ２０１５年度

　Ａ クリーンな商品

自

動

車

新型レガシィに導入した燃費改善技術の、フォレス
ター、インプレッサへの拡大採用を推進する。

新型レガシィで導入した燃費改善技術を用い、インプレッ
サをマイナーチェンジし、フォレスター年改の開発を完了
した｡

環境エンジン、CVTを取込んだ次期インプレッサの開発を完了す
る。

引き続き、各国地域のモニタリングを継続して実
施する。

日本：対象9区分中7区分で2015年度燃費基準を達成し、
　　　  未達2区分もクレジットで補填可能とした。

欧州：規制値に対し3g･CO2/km過達した。

中国：2014年燃費規制を達成し、2015年のフェーズイン
　　　 無し規制値も前倒しで達成できるレベルとした。

引き続き、各国地域のモニタリングを継続して実施する。

実機検証に着手し、検証を完了する。 次世代ハイブリッド自動車の実機検証を実施した。

○

引き続き、次世代ハイブリッド自動車の市場導入に向けた開発を
継続して実施する。

電気自動車の市場導入に向けた研究を継続して
推進する。

機能台車を用いて、性能・商品力の確認を行うと共に、
詳細設計検討をスタートさせた。 ○

電気自動車の市場導入に向けた研究を継続して推進する。

引き続きユーロ６対応車の市場導入を推進する。
○

全車系においてユーロ６の市場導入を完了させる。全車系でユーロ６の開発を完了した。

産
業
機
器

汎用エンジンに求められるコンパクトさとコストの
課題対応に継続して取り組むと共に、他用途での
燃費向上の評価･検証を進める。

システムの基本機能と拡張性及び汎用エンジンへの適用
について、構想の取りまとめを推進した。

2014年度実績に基づき、試作によるシステムの評価を進める。

ディーゼルエンジンの改良･市場展開を推進

汎用エンジンと電子制御との融合による、排ガス低減と
燃費向上技術の確立を推進

燃料噴射汎用エンジンの機種展開と市場導入拡大を推進

低温暖化係数エアコンの開発を継続する。
○

低温暖化係数エアコンの開発を計画する。

B クリーンな工場・物流・オ
フィス

○

オフィス ○

低温暖化係数エアコンの開発を更に推進

◆ CO2排出原単位を2006年度をBMとし、毎年度▲1%低減 CO2排出原単位を2006年度をBMとして▲8％の
低減を目指す。

○

○

○

○
ＣＯ2排出量原単位を2006年度をＢＭとして▲9％の低減を目標
（完成車2015年度目標　原単位31.25㎏/台）

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆ ◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

フルモデルチェンジおよび年次改良ごとの継続的な
燃費改善を図る

各国、各地域燃費/温室効果ガス基準に向けた
燃費改善を推進

ハイブリッド自動車の市場導入

電気自動車の市場導入を目指した研究を行なう

◇

◇

環境エンジン/CVTへの刷新、燃費性能を従来車比30%
向上させる

水平対向直噴ターボエンジンの市場導入

低温暖化係数冷媒エアコンの開発を推進

国内生産工場からの、売上高あたりCO2排出量を削減

海外生産工場※1 からのCO2排出量の削減活動を推進

省エネ法と同期したCO2削減への対応推進

省エネ法への確実な対応の実施

日本：2015年燃費基準の確実な達成

海外：各地域燃費/温室効果ガス基準の確実な達成

◇

◇

2013年にハイブリッド車を日本市場に導入

電気自動車の研究を推進

水平対向ディーゼルエンジンのユーロ6対応の推進

国内生産工場からの、売上高あたりCO2排出量を2016年度迄
に2006年度比10%削減

海外生産工場からのCO２排出量の中期目標を設定
継続的な削減活動を推進する

エネルギー使用量原単位を2009年度をBMとし、
毎年度▲1%低減（オフィスを含めた事業者全体として）

国内生産工場からの生産額あたりＣＯ２排出量
を2006年度比8％削減する。

2015年度までの目標値を設定する。

原単位を年平均▲１％削減する。

低温暖化係数エアコンの開発を推進する。

国内生産工場からの生産額あたりCO2排出量を2006年度
比43％削減した。

CO2排出量と原単位の目標値を設定し、ISO50001のエネ
ルギー管理等により排出量原単位では前年度比6%削減
した。

2014年度目標　原単位31.57㎏/台　に対し　2014年度実績
　27.0㎏/台となり原単位目標達成。

国内生産工場からの生産額あたりCO2排出量を2006年度比9％削
減する。

原単位は対前年度▲10.6％削減となった。

CO2排出量を2014年度比1％削減する。

原単位を年平均▲１％削減する。

○

■ 富士重工業 環境保全自主取り組み計画 【2012～2016年度】
【２】資源循環

目標 年度実績 評価 目標

海外生産工場の水使用量を削減する。

※※2 2014年度廃棄物発生量につきましては、社内リサイクル量を発生量から除外した値に改めました。（従来目標値18.122トン⇒見直し目標値15,217トン） 

修理交換バンパー38,643本回収し、フォレスターのアン
ダーカバー等にリサイクルした。

廃棄物発生量実績14,937トン 目標を達成した。
廃棄物発生量の定義※2を見直しした。

廃棄物の適正処理と、歩留まり向上・荷姿改善等による
発生量抑制の維持管理を継続

◇

◇

◆

◆

◆

国内外生産工場のゼロエミッションを継続
 （直接､間接を問わず埋め立て処分量ゼロレベル）

使用済みバンパーの回収を継続的に行う

○部品取り外し性・材料分離・分別性向上への取り組みを継続

国内外生産工場のゼロエミッションを継続 国内：引き続き埋立量ゼロレベルを維持する。

海外：引き続き埋立量ゼロレベルを維持する。

廃棄物発生量を15,217トン以下※2 にする。
有償化、生産変動による発生量把握、維持管理
を継続。

◇

◇

◇

国内：引き続き埋立量ゼロレベルを維持した。

海外：SIAは引き続き埋立量ゼロレベルを維持した。

○
国内生産工場からの生産額あたり水使用量
を2011年度比3%削減する。

国内生産工場からの生産額あたり水使用量を2011年度
比39%削減した。

前年度比2.5%削減した。
○

国内外グループ企業を含めた、生産工場における
水使用量を削減

新スキームを継続的に運用改善し、特約店で
発生する修理交換バンパーの再資源化を推進
する。

国内外生産工場における水使用量を削減

使用済みバンパーの回収を継続的に行う

リサイクル配慮設計の推進を継続する。

廃棄物の適正処理、発生量抑制の維持管理を継続

自動車リサイクル法への対応を継続

○
回収スキームを継続し、修理交換バンパーの再資源化を推進す
る。

B クリーンな工場・オフィス
（販売店）

○

◆

◆

◆自

動

車

生産工場

オフィス(国内販売店)

○

　A クリーンな商品

引き続き、リサイクル実効率95%以上を維持する。新型車のリサイクル配慮設計を推進し､2015年リサイクル
実効率95%に貢献

廃棄物発生量を14,905トン以下にする。

国内：埋立量ゼロの維持継続。

海外：SIAは埋立量ゼロの維持継続。

自

動

車

国内生産工場からの生産額あたり水使用量を2011年度比4%削減
する。

水使用量を2014年度比1%削減する。

(2014年度実績で）リサイクル率95%以上を達成した。
リサイクル配慮設計を推進中。

領   域 項          目 ２０１６年度までの目標・取り組み
２０１４年度 ２０１５年度

リサイクル性の向上



■ 富士重工業 環境保全自主取り組み計画 【2012～2016年度】
【３】公害防止・有害化学物質使用削減

目標 年度実績 評価 目標

○

◇ 製品含有化学物質の管理強化

○

◆ 海外：EU指令など各種法規の対応を遵守

※3 2014年度以降のVOC排出量目標値につきましては、生産台数の変動に伴い年度目標値を修正しました。　［2014年度：従来値47.2g/㎡⇒修正値48.8g/㎡、2016年度：従来値47.4g/㎡⇒修正値47.8g/㎡］ 

◇

◇

シンナー回収装置の改善などを実行し、排出量原
単位：48.8g/㎡以下※３にする。

構外流出事故・苦情・法基準値超過
各項目ともに「０」件を達成する。
法基準値順守については定期分析の傾向管理を
強化し、前年度に発生した構内事故2件の是正処
置と、水平展開を推進し、構外流出事故の未然防
止を継続させる。

日本：新たに型式認可を取得し市場投入した6型式は、
　　　  いずれもU-LEV(1)とSU-LEV(5)。
海外：計画通り、燃費性能を向上しつつ各国に対応した
　　　  排ガス性能の開発を完了した｡

上乗せ自主基準値を設定し、小さなリスクの撲滅活動を推進

VOC排出量原単位を47.8ｇ／㎡以下※3 にする
（排出量原単位を2000年度比▲48.1%）

◇

◇

地球規模での排出ガス低減を図るために、各国、各地域の最新排
出ガス規制、低排出ガス制度に対応した開発を推進する。

ｼﾝﾅｰ回収装置改善等を継続し、48.3g/㎡以下とする。

構外流出事故・苦情・法基準値超過、いずれも「０件」を達成する。
環境事故・苦情の未然防止に向け、地域・住民ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを強化
すると共に、法令・規定の理解浸透による啓発活動強化等に取組
む。

・新型レガシィから北米のIMDS管理を強化した。
・臭素系難燃剤deca-BDEの代替終了。また鉛や水銀等に
ついて、環境負荷の少ない物質への代替を推進した。

CVT車の走らせ方改善をグローバルに拡大し、環境への
配慮と運転の楽しさの両立を図った。

日本：平成17年基準排出ガス75%低減レベル認定車を拡大
　 （富士重工業生産車）

海外：各国、各地域大気環境改善のための低排出ガス車の
　　　  導入を推進

市街地などで走行実態を考慮した騒音低減の
技術開発を推進

環境負荷のより少ない物質への代替技術の開発推進

PRTR法による指定化学物質を把握･管理すると共に、
更なる削減を推進

環境リスク低減活動などを通じて、環境事故･苦情･法基準値超
過のゼロを目指した活動を推進

◇

◇

◆

◆

◇

環境負荷物質の管理拡充および、更なる低減を推進

PRTR法対象化学物質の環境への排出量削減を継続

自動車生産ラインにおけるVOC(揮発性有機化合物)の
排出量原単位(g/㎡)を更に削減

低排出ガス化

車外騒音の低減

環境負荷物質の使用低減

生産工場における環境負荷物
質の管理と排出削減

大気環境改善のための低排出ガス車の導入を推進

◆

自

動

車

○
NA車の低回転域でのトルクを強化することで、市街地での不要な
EG回転上昇を抑え、環境騒音の低減を図る。

更なる走らせ方の追及を進め、環境への配慮と
運転の楽しさを高い次元で両立させる。

燃費向上・排出ガス低減との両立を図った騒音低減の
技術開発を推進

◆

◆

　B クリーンな工場

指定化学物質の把握・管理精度を高め、排出量削
減に繋がる取り組みを推進する。

取扱物質の管理・集計精度向上を目指し新集計ｼｽﾃﾑを
情報企画部へ中計提案、'17/4月～稼働に向けて進捗中。 ○

引続きPRTR物質の集計管理を行うと共に、管理精度向上の為に
新集計ｼｽﾃﾑ計画承認に向け提案等対応する。

◆

自

動

車

ｼﾝﾅｰ回収装置更新等の効果により実績47.7g/㎡となり、
目標48.8g/㎡を達成した。

環境上の構外流出事故・苦情・法基準値超過の発生ゼロを
目指した活動を推進

構外流出事故・苦情・法基準値超過いずれも「０件」を達成
した。
軽微な構内流出事故と法基準値に上乗せした自主基準値
超過は各々１件発生したが、是正処置を完了した。
臭気低減対策として、ペイント工場の排気対策を各種実施
した。

日本；引き続き平成17年基準排出ガス75%低減
ﾚﾍﾞﾙ認定車を拡大する。

海外：引き続き各国、各地域に低排出ガス車導入
を推進する。

・IMDSデータ取得範囲の拡大（＋北米）を推進す
る。
・環境負荷のより少ない物質への代替を推進す
る。

・IMDSによる化学物質管理強化を推進する。
・環境負荷のより少ない物質への代替を推進する。

○

○

領   域 項          目 ２０１６年度までの目標・取り組み
２０１４年度 ２０１５年度

　A クリーンな商品

■ 富士重工業 環境保全自主取り組み計画 【2012～2016年度】
【４】環境マネジメント

目標 年度実績 評価 目標

○

○

○

○

○

○

◆ 社内報や各種媒体による啓発活動を継続

○

◆ 環境マネジメントシステムの継続的改善を推進

※4 エコアクション21：環境省がISO14001をベースに策定した環境マネジメントシステムで、中小事業者が取り組みやすいように工夫されている。

エコプロダクツ2014展に出展し、当社の環境対応
製品と、取り組みを広くアピールする

様々な機会を捉え、積極的に環境教育や啓発活
動を実施する。

内部監査の全社統一手順化に向けた活動をを
推進する。

引き続き、グループ統合認証化に向けた活動を
推進する。

ASV推進計画に沿った活動を継続、車車間／歩車間通
信システムを活用した先進安全システムの実用化に向
けた開発を推進した。
SIP自動走行システムの取組みに参画、官民連携した取
り組みを推進すると共に、自動運転の実用化に向けた
技術開発を推進した。

EMS構築体制を維持継続した。
[自動車]367社構築（100%）
[航空CP]84社構築（100%）
[産機CP]127社構築（100%）

環境負荷物質削減を推進した。
[自動車]　 ①IMDSによる調査を実施した。

②EU-ELV、CLP、BNSTなどの調査を実施し
た。

③適合確認書の回収し確認した。 

[航空宇宙]化学物質使用基準を基に調査を実施。
[産業機器]　 ①環境負荷物質の含有調査を実施した。

ガイドラインに基づくCSR調達活動を推進した。
・購買方針説明会でガイドラインを周知した。
・生物多様性WGメンバーとして活動を検討した。

宇都宮市･半田市内小学校を対象に環境出前教室を実施
した。
｛実績：22校、1,289人｝
群馬ビジターセンターは  8月にリニューアルオープンし、
年度1,622団体97,617人の見学者を受け入れ、9月8日には
2003年のオープン以来累計100万人を達成した。
新築移転した本社エビススバルビルを含めて、各事業所
周辺地域の清掃活動を継続した。
生物多様性と事業活動の関わりを把握し、今後の取り組
みロードマップを策定、進捗を始めた。

2014環境webサイトを作成・公開した。

関連企業を含めたISO14001統合認証化を推進し、
更なるレベルアップを目指す

第5期ASV推進計画に沿った活動を継続的に推進
する。
車車間通信による事故防止支援、CACC（車車協
調型ACC）の実用化に向けた開発を推進する。
先進安全システムの拡充、高度化に向けた開発
を継続的に推進する。

各国のアセスメントの動向を継続的にキャッチ
アップし、展開計画のローリングと継続的な技術
開発を推進する。

引き続きフルモデルチェンジ車のＬＣＡを算定・
公開する。

EMS構築体制を維持継続する。

環境負荷物質削減を推進する。
[自動車]　①外製品の全含有物質調査

②環境負荷物質の含有･切替調査
③環境負荷物質削減法令遵守確認 

[航空CP]購入品の規制品不使用を継続
[産機CP]環境負荷物質の切替案策定

ガイドラインに基づくCSR調達活動を推進する。
・ガイドラインの周知・推進
・生物多様性保全活動の検討

前年度に引き続き、エコアクション21の全特約店
における認証継続を支援する。

D-SPECSの活用支援を行うとともに、FHIからも
エネルギー使用実績を定期的に送付すること
で、特約店における削減活動の後押しを行う。

環境出前教育を継続して実施する。

生物多様性と事業活動の関わりを把握し、結果
を公開する。

環境報告をCSRレポートにて実施
webホームページでは、最新情報を提供

環境報告内容の環境省環境報告ガイドライン準拠率向上と、
報告内容の向上を目指す

エコプロダクツ展に継続参加し、当社の環境対応製品、
取り組みを広くアピール

環境に関する教育・啓発・発表会などの実施を更に推進

内部監査や環境教育などの仕組みの共有化を進め、
より合理的なEMS活動を目指す

◇

◇

◇

先進安全運転システム「EyeSight(ver.2)」の展開拡大に向けた
技術開発を更に推進

新規お取引先を含めて構築体制を維持継続

グリーン調達ガイドラインの見直しと、必要に応じた改定を実施

◇

◇

お取引先における、部品･原材料などに含まれる環境
負荷物質の管理拡充と削減を推進

フルモデルチェンジ車からLCAデータの公開を推進

◇

◇

◇

工場見学受け入れ、敷地開放イベントの開催、環境交流授業を
継続的に実施

各工場･事業所周辺地域の清掃活動を継続的に実施

生物多様性保全に配慮した緑化活動を推進

安全・安心かつ快適な車社会を実現するために、高度道路交通
システム(ITS)への取り組み、事故を未然に防止する技術開発を
さらに前進させる

先進安全運転システムの展開拡大、並びに更なる高度化に
向けた技術開発の推進

国内･海外お取引先に対し､環境マネジメントシステムの
構築体制維持を要請

サプライヤーCSRガイドラインを設定し、お取引先に展開
［航空宇宙･産業機器部門］

自動車部門は設定･展開済み

販売特約店の環境への取り組み活動に対する支援を行う

ガイドラインを設定し、お取引先を対象に展開、周知を推進

エコアクション21※4 の全販売特約店認証維持を支援

エコアクション21を活用した省エネ・廃棄物削減など自主的な
環境取り組み継続を支援

先進安全自動車（ASV）開発への取り組みを推進

インフラ協調安全運転支援システム開発への取り組みを推進

◇

◇

◇

環境負荷物質の削減

ライフサイクルアセスメント(LCA)データの公開を推進

環境イベントへの参画､工場近隣にお住まいの方との交流､工場見
学への対応を継続

生物多様性保全を含めた各工場周辺地域の清掃活動や
緑化活動を継続的に実施

環境団体などの活動に、支援・協力を行なう

環境報告の継続的発行､広報資料などによる環境情報の
適時公開を図る

環境報告書記載内容の改善・充実を図る
（環境報告ガイドラインへの準拠対応､グループ企業も含めた報告）

環境展等に参画し、当社の環境取り組みをアピール

社内教育システムに組み入れた環境・社会教育を継続実施

講演会､職場における改善事例発表会などを継続実施

関連企業と連携の強化､連結環境マネジメント体制の構築
を維持･強化

◆

◆

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

関連企業とグループ統合認証に向けた調整を実施し
た。

○

ライフサイクルアセスメントの
推進

販売店における環境保全活動
の推進

［クリーンな販売店］

地域社会と連携した、生物多様性
保全を含む環境保全活動の推進

環境関連情報の公開

環境教育や啓発活動の推進

環境マネジメントシステムの構築

11～12月にISO14001サーベランス審査を受審し、不適
合なしで認証を継続した。
サイト事務局間内部監査のチェックシートと監査結果報
告書を統一フォーマットとした。

○

11～12月にISO14001再認証審査を受審し、認証を継続する。
ISO14001規格の2015年度改訂版への対応を推進する。

新型レガシィ　アウトバックを出展し、環境技術を訴求する
と共に、スバルグループの環境取り組みをアピールした。

2014年度新入社員全467人に対して、本社･各事業所各々
で環境教育を実施した。
環境マネジメントシステムの中で、全従業員に対する環境
教育を実施した。

エコプロダクツ2015展に出展し、当社の環境対応製品と、取り組み
を広くアピールする

様々な機会を捉え、積極的に環境教育や啓発活動を実施する。

○

「CSRレポートを読む会」を開催した。そこで報告内容充
実に関わる指摘事項を頂いた。

第5期ASV推進計画に沿った活動を継続的に推進する。
車車間通信による事故防止支援、CACC（車車協調型ACC）の実用
化に向けた開発を推進する。
先進安全システムの拡充、自動運転を主眼にシステムの高度化に
向けた開発を継続的に推進する。

◇EMS構築体制を維持継続する。
◇グリーン調達ガイドラインの改訂を行う。

◇環境負荷物質の含有調査の継続
◇代替材への切替による環境負荷物質の削減

◇ガイドラインに基づくCSR調達活動を推進する。
・紛争鉱物対応を織り込んだガイドラインの改訂と周知
・生物多様性保全検討継続

環境出前教室を継続して実施する。

群馬ビジターセンターの見学者受け入れを継続する。

各事業所周辺地域の清掃活動を継続して実施する。

生物多様性取り組みロードマップを進捗し、取り組みを進める。

2015環境Webサイトを作成し、掲載する。

全特約店におけるEA21の中間審査、更新審査の進捗状況を逐次
確認、認証継続を支援する。

報告内容の充実を推進する。

2014年度エネルギー使用実績について把握→特約店
展開した。

2014ＣＳＲレポートを発行する。
当社webホームページに環境トップページを新設
し、効果的に情報を発信する。

7月にレヴォーグを'15年1月に新型レガシィ･アウトバック
のLCAを算定し、公開した。

○ 引き続きフルモデルチェンジ車のLCAを算定・公開する。

○

関連企業と具体的な統合時期や方法について調整を進める。

○

EyeSight ver3の展開計画に沿って、日・米・欧の予防安
全性能アセスメントへの適合開発を推進、各国のアセス
メントにおいて最高評価を獲得した。
2018年以降のEURO NCAPの動向を把握し、対応開発
に着手した。

○ 各国のアセスメント動向を継続的に進取し、展開計画のローリング
とトップクラスの堅持を実現する技術開発を継続的に推進する。

D-SPECSシステムの継続活用、定量管理の定着化を支援し、特
約店における削減活動をサポートする。

全特約店においてEA21の認証を継続した。 ○

２０１５年度

交通環境に関する研究

　A クリーンな商品

自

動

車

当社全拠点ISO14001統合認証を継続維持◆

領   域 項          目 ２０１６年度までの目標・取り組み
２０１４年度

　C 管理面の拡充

グリーン調達活動

自

動

車

報告内容の充実を推進する。

②環境負荷物質の代替材への切替を開始
した。 



OUTPUTINPUT

リサイクル

温室効果ガス
排気ガス
廃棄物
再生資源
排水等

エネルギー
原材料
水資源
化学物質等

廃棄・リサイクル

製品ライフサイクル

使用

流通

製品製造

部品製造

原材料調達

地球環境と事業活動の関わり

低炭素社会の構築

富士重工業グループの原材料調達から製造、使用、廃棄に至る製品ライフサイクルには、エネルギーや原材料等のINPUTと、温室効果ガスや

廃棄物などのOUTPUTがあります。

富士重工業グループは、この製品ライフサイクルおよびサプライチェーンにおける環境負荷を低減するために活動しています。

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第5次評価報告書では、2100年の気温上昇を産業革命以前に比べて「2℃未満」に抑えられる可能性

が「高い」シナリオは、2050年の温室効果ガス排出量が2010年に比べ40〜70％低減し、2100年にはほぼゼロかマイナスになることを想定し

ています。それに向けて、太陽光や風力などの再生可能エネルギー増加と共に、エネルギー効率の大幅向上が低炭素化の主要技術として捉

えられています。

当社は、低燃費車・エコカーの研究開発および市場投入や、汎用エンジンの燃費改善、複合材技術による航空機の軽量化、事業活動に関わ

る省エネルギーやCO2排出削減活動が、低炭素社会の構築に寄与できるものと考えています。

環境マネジメント



・ Subaru of Indiana Automotive, Inc. (SIA) 
・ Subaru of America, Inc. (SOA) 
・ Subaru Canada, Inc. (SCI) 
・ Subaru Research & Development, Inc. (SRD) 

　北米関連企業4社

国内　スバル販売特約店44社販売・サービス部会

物流部会

販売サービス物流環境委員会

・ 輸送機工業株式会社
・ 富士機械株式会社
・ 株式会社イチタン
・ 桐生工業株式会社
・ 株式会社スバルロジスティクス

　国内関連企業5社国内関連企業部会
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富士重工業
全社統合EMS

公害防止部会

地球温暖化防止部会

ゼロエミッション部会

生産環境委員会

富
士
重
工
業
環
境
委
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会

富士重工業グループの環境管理組織体制（2015年6月現在）

当社では、環境方針や環境ボランタリープランの目標を達成するために、全社統合EMS（環境マネジメントシステム）と環境委員会の2つを

軸に、組織横断的に環境管理体制を構築しています。

環境担当役員が全社統合EMSの代表と環境委員会の委員長を兼務し、年2回定期的にレビューを実施しています。全体の進捗および取り組み

の方向性を総合的にマネジメントすべく、活発に環境保全活動を推進しています。

組織体制



2,509
万ｔ-CO2

温室効果
ガス排出量

スコープ3

98%

スコープ２

1%

スコープ１

1%

サプライチェーンの
上流・下流からの排出

自社の間接排出

自社の直接排出

2014年度のサプライチェーン温室効果ガス排出量は2,509万t-CO2

となりました。

当社は、環境省の「環境情報開示基盤整備に向けたサプライチェ

ーン温室効果ガス排出量算定支援」事業に参加し、株式会社ＮＴ

Ｔデータ経営研究所からスコープ3算定支援を受けました。

今後も、排出量の把握、管理を進めていきます。

サプライチェーン温室効果ガス排出量

富士重工業グループのEMS/EnMS構築状況

当社は、富士重工業グループ全体の環境管理体制構築にも積極的に取り組み、環境マネジメントシステムを事業所、取引先、国内外の連結

生産会社、国内外のスバル販売特約店において構築し、外部認証を取得しています。

2011年3月には、メーカー系自動車販売店では国内初となる全販売特約店44社・全670拠点のエコアクション21認証取得を完了しました。

また、当社の北米生産拠点であるSIAでは、2012年5月にエネルギーマネジメントシステム(EnMS)の国際規格である「ISO50001」認証を米国

内の自動車生産工場として初めて取得しており、現在も積極的に活動を進めています。

さらに、2013年3月には株式会社スバルロジスティクスが、「ISO14001」認証を取得しました。

他にも、富士重工業グループとしてグローバルな事業活動を通じ、サプライチェーンにおけるグリーン調達、当社9事業所の統合環境マネ

ジメントシステムの構築と環境負荷物資削減のためのグリーン調達をさらに推進していきます。

環境マネジメントシステムの構築状況



当社は環境方針に基づき、「生物多様性民間参画ガイドライン」や「経団連 生物多様性宣言 行動

指針とその手引き」等を参考に、生物多様性保全に取り組んでいます。

2014年度は全事業所を横断するワーキンググループを発足し、事業活動と生物多様性との関係を把

握、事業活動をリスクとチャンスの側面に分けて、ロードマップを策定し対応を推進しています。

調達では直接的に生物資源を扱わなくても間接的に生物多様性の恩恵を受けていることが分かりま

した。埼玉製作所と宇都宮製作所の緑化調査を行い、貴重な樹木の確保と地域社会の緑化保全に向

け取り組みを開始しました。

また、海外においても生物多様性保全に取り組んでいます。ＳＯＣ（Ｓｕｂａｒｕ of China）で

は、２０１２年末に国家林業局の中国野生動物保護協会と共同で「スバル森林生態保全プロジェク

ト」を発足しました。この活動は、中国国内の３１ケ所の自然保護地区に「スバルの森」を設置し

、２０１３年より生態系保護活動「３１の森星の旅」として車両の提供を行いました。２０１４年

は春・夏・秋・冬に４ケ所の保護地区にて、中国国内のスバルディーラーがお客様と共に希少動物

であるパンダ・シカ・トキの保護区での活動支援、物資の提供などを行いました。活動２年目の２

０１４年は、参加希望者が２０万人に達し、高い関心を集める活動へと成長し、２０１５年６月に

はその活動が評価され、中国林野局や中国野生動物保護協会等が協賛する大会で、公益提携パート

ナー賞を受賞しました。

今後も、地域の自然環境と調和した活動を行い、グローバルで生物多様性保全の取り組みを進めて

いきます。

生物多様性保全への取り組み

国内と海外

国内と海外

国内と海外

国内と海外

国内と海外

国内と海外

国内と海外

非該当

非該当

国内と海外

国内と海外

国内と海外

非該当

国内と海外

非該当

6,474,715

309,498

6,515

695,394

13,581

3,871

10,443

-

-

3,338

16,484,960

506,516

-

49,660

-

購入した製品・サービス

資本財

スコープ1、2に含まれない燃料
及びエネルギー関連活動

輸送、配送（上流）

事業から出る廃棄物

出張

雇用者の通勤

リース資産（上流）

輸送、配送（下流）

販売した製品の加工

販売した製品の使用

販売した製品の廃棄

リース資産（下流）

フランチャイズ

投資

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10 

11

12

13

14

15

下流

上流

算定範囲、他温室効果ガス排出量（t-CO2）カテゴリ区分

スコープ3詳細◎



苦情の実績は"ゼロ"でした。

2014年度にいただいた環境苦情

環境関連法の各規制値よりも20％厳しい値を自主基準値として設定し、自主基準を含む基準値超過"ゼロ"を目標に取り組んでいます。2014

年度には法基準値超過は"ゼロ"でしたが、自主基準値超過が1件発生、再発防止策を実施しました。

2014年度環境関連法規制等の順守状況
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各項目の年度合計構内事故構外事故

苦情自主基準値超過法基準値超過

環境関連法各規制値超過、環境事故、苦情発生件数の推移

環境関連法規制等の順守、苦情"ゼロ"、環境事故"ゼロ"に取り組んでいます。過去5年間の状況を以下に示します。

環境関連法規制等の順守状況　

有効性を評価

マネジメントレビュー

対策を立案・実施

環境リスクを抽出

継続的改善

当社は、事業活動における環境リスク（環境事故・汚染・法令違

反など）の定期的な抽出とマネジメント推進を図ることで、未然

防止と最小化に勤めています。

また、環境リスク発現時のマネジメントフローなどを標準化し、

平常時に訓練することで、緊急対策や再発防止対策を速やかに実

施し、混乱による二次リスクが生じないようにします。

環境リスクマネジメント



環境コストは単独で298億円となり前年度より88.5億円(42.1％)、連結で310億円となり88.4億円（39.9％）増加しました｡

これは環境コストの中で、研究開発コストの増加（単独：87.9億円）が大きく影響したことによります。

連結環境経営指標の環境コスト/売上高は1.08％となりました。

2014年度集計結果について

設備投資額が25百万円未満の小規模設備は、環境対応目的に限り、設備投資額と維持管理費等のコストを全額計上しています。

また、キャッシュフロー重視の観点から投資設備の減価償却費は、環境コストに計上していません。 その他、固定資産税・保険料等少額

の費用は、計上を省略しています。

環境設備による環境コストおよび経済効果は、設備稼働の翌年から3年間のみ計上しています。

設備投資額・環境コスト＝

｛（投資総額－省エネ目的なしの場合の投資額）/投資総額｝×（該当生産設備の設備投資額、維持管理費など）

環境対応に関わる設備(投資額25百万円以上)の投資額・関連費(維持管理費等)および労務費は、差額または按分集計を行っています。

例えば、ある生産設備について、省エネルギーに関する投資額、環境コストは以下のように算出します。 

環境コスト・設備投資額の算出方法 

環境省のガイドラインを参考に、富士重工業の環境保全活動組織に合わせた独自のガイドライン（2005年度集計から一部算出方法を変更）

を策定し、これに基づき環境コストを算出・集計しています｡　（グループ企業も同様に算出･集計を行っています。）

算出方法の詳細につきましては、2006環境・社会報告書別冊データ編の9ページから13ページに掲載しておりますのでご参照ください。

環境コストの考え方と算出方法

環境会計【富士重工業グループの2014年度実績】

構外・構内の事故"ゼロ"を目標に取り組んでいます。構外事故はありませんでしたが、構内事故が1件発生、再発防止策を実施しました。

2014年度環境事故の発生状況◎



【連結集計対象企業】

国内関連企業5社：輸送機工業㈱、富士機械㈱、㈱イチタン、桐生工業㈱、㈱スバルロジスティクス

海外関連企業5社：SIA、SOA、SRD、SCI、SOMI

2014年度の経済効果の集計結果

注：小数点以下第一位を四捨五入していますので、表記数字の合計が一部合わないところがあります。

2014年度の環境コストおよび効果の集計結果
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平成27年度燃費基準達成状況◎

乗用車の平成27年度燃費基準達成車の生産台数は、全体の92%を占め、スバル車の販売実績のある対象9ランク中7ランクで平成27年度燃費基

準を達成しています。

平成32年度燃費基準に向けては、SUBARU XV HYBRIDが対象2ランクで先行して基準達成し、生産台数に占める達成車の割合は6%となりました。

国内：対象９ランク中５ランクで平成27年度燃費基準を達成◎

燃費基準への対応

国内では、平成32年度燃費基準を上回る商品を順次展開していきます。2010年の新世代BOXERエンジ

ンの市場投入以降も、軽量・高効率化したリニアトロニック(CVT)、空力性能向上など車体の低抵抗

化、アイドリングストップといった燃費向上技術をレガシィ、インプレッサ、フォレスターへと展

開してきました。さらにレガシィ、フォレスターでは新世代BOXER直噴ターボエンジン＋高トルク対

応リニアトロニック(CVT)を採用し、スムーズでハイパフォーマンスな走りと優れた環境性能の両立

を実現しました。2013年にSUBARU XVに採用したスバルらしい走りの愉しさを実感できるハイブリッ

ドシステムを、より多くの市場ニーズに応えるべくインプレッサSPORTにも拡大展開しました。

今後も、継続的な燃費向上に取り組み、その先で革新を生み出し、お客さまに喜ばれる高品質で個

性ある商品を提供していきたいと考えています。

クルマは燃料を消費するとそれに比例した二酸化炭素（CO2）を排出します。

従来はいかに燃料を節約できるかに焦点がありましたが、これからの時代は、二酸化炭素の排出を減らしていき、地球温暖化防止に寄与す

ることも企業の命題になってきています。総量抑制の環境時代に転換しつつあります。

当社は他の乗用車メーカ－に比べて、ラインアップの車種数が少ないという企業としてのユニークさと、水平対向エンジン、シンメトリカ

ルAWD、総合安全性能という愉しさと安心を生み出すクルマをラインアップするというユニークさを持っています。転換しつつある環境時代

に対して、これらを余すことなく活かし、お客さまが欲しいと感じていただける商品を今後も提供していきたいと考えています。

燃費向上の考え方と戦略

燃費

環境に配慮したクルマ
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スバル車の平均NOx排出量の推移※1◎

高濃度のNOxは、人体への健康影響の懸念や、酸性雨などの環境影響の要因となっています。低排出ガス車認定基準に代表される低排出ガ

ス車を順次市場投入していくことにより、スバル車の平均NOx排出量は下のグラフのように推移し、近年では10年前に比べ1/5の低レベルと

なっています。

低排出ガス車の投入によりNOxは年々減少
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平成17年基準排出ガス50％低減レベル平成17年基準排出ガス75%低減レベル

ガソリン乗用車の低排出ガス車比率の推移◎

スバルのN/Aエンジン搭載モデルは全車、国土交通省「平成17年基準75%低減レベル」であり、平成17年基準75%低減レベル車の生産台数は

2012年度以降90%台後半で推移し、当社が生産するすべての車両が低排出ガス認定車（平成17年基準50%低減レベル以上）となっています。

低排出ガス認定車の向上と普及

クルマから排出される一酸化炭素(CO)、炭化水素(HC)、窒素酸化物(NOx)、粒子状物質(PM)などは、特にクルマが集中する大都市部において

大気汚染の原因のひとつになっています。

当社では、大気汚染の状況を改善するため、規制より厳しい基準に適合した低排出ガス車（国土交通省認定）を投入しています。

今後、グローバルで厳しくなっていく排出ガス規制に準拠し、よりクリーンなクルマを順次市場投入していきます。

排出ガスクリーン化への考え方

排出ガスのクリーン化

モデルイヤー毎に厳しくなるCAFE基準値、GHG基準値に対して、2014モデルイヤーも両基準値を達成しています。

今後、スバルはグローバルでますます厳しくなっていく燃費規制やCO2規制の達成はもとより、世界の市場に向けて、低燃費車の普及を拡大

していきます。

米国：2014モデルイヤーのCAFE(企業平均燃費)規制およびGHG(グリーンハウスガス)規制を達成◎



製品やサービスのライフサイクルを通じた環境影響を定量的に評価するLCA手法は、持続可能な社会の構築に有効なツールと言われていま

す。当社はこのLCAを使い、自動車のライフサイクル全体（製造、輸送、使用、廃棄の各段階）の環境負荷を定量評価し、環境負荷の少な

い商品開発や設計を行っています。

LCA（ライフ サイクル アセスメント）

自動車用燃料として主流となっている化石燃料には限りがあり、代替可能かつ再生可能エネルギーとしてバイオ燃料をはじめとした燃料の

多様化への対応が求められています。

当社では、全世界で販売しているすべてのガソリン車でE10燃料（国内はE3燃料）、ディーゼル車でB7燃料への対応（機能・信頼性）が完了

しています。

今後も、サスティナブル・モビリティの実現に向けて、燃料の多様化への対応を推進していきます。

クリーンなエネルギーの使用

REACH規制後、世界各国でさまざまな化学物質が規制されるようになり、同時に自動車はどんな化学物質を使っているのか、情報開示やさ

まざまな管理が求められています。

当社は、数万点におよぶ自動車の構成部品の一つひとつについて使用する化学物質や使用量を把握するため、IMDSを使ったサプライチェー

ン管理の強化を進めています。

これにより、環境負荷物質（鉛、水銀、カドミウム、六価クロム等）の使用禁止や新たな規制物質の代替、またREACH等の情報開示対応を推

進しています。

化学物質管理（IMDSの運用）

当社では、自動車から出る交通騒音の低減にも積極的に取り組んでいます。

道路交通騒音の主な音源となるタイヤ騒音、エンジン騒音、吸排気系騒音に対し、効果的に低減できるように技術開発を進めています。

2014年10月に発売した新型レガシィでは、新世代CVT「リニアトロニック」にオートステップ変速制御を採用 することにより、優れた燃費

性能と愉しい走りを実現する動力性能を最適なエンジン回転数で実現するとともに、実際の市街地走行時の交通騒音の低減を図っています

。

騒音対策

＊省エネ法に基づく燃費基準達成車で、かつ、低排出ガス車認定実施要領に基づく低排出ガス認定車

低公害車等出荷台数は92％となりました。

2014年度低公害車等出荷台数◎
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シュレッダーダスト（ASR）
・回収量 30,041t
・再資源化率 97.4%

エアバッグ類
・回収量 27,060kg
・再資源化率 94.1%  

フロン類
・処理量 42,177kg

使用済自動車
・回収量 38,643本
・再生利用量 127t

バンパー

リサイクル

トルエン、キシレンなど
1,357t

PRTR排出量

鉄くず、廃プラスチックなど
112千ｔ

廃棄物発生量
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スバルの事業活動

トルエン、キシレンなど
3,374t

PRTR取扱量

上水道、工業用水
2,979千㎥
水使用量

鉄・アルミなど
70万ｔ
原材料

電気、天然ガスなど
136千kL

エネルギー使用量

INPUT

自動車製造における主な投入資源と排出物

自動車にかかわる当社の環境負荷全体像

当社は、クルマの製造・販売を中心とした輸送機器メーカーです。

自動車は、私たちの暮らしになくてはならない便利で快適な乗り物ですが、限りある地球の資源を消費し、地球温暖化の原因となるCO2を排

出します。私たちは、これら自動車の持つ2つの側面を強く認識し、そのうえで｢豊かな自動車社会｣の実現に向けた取り組みを行わなければ

ならないと考えています。

自動車の開発、生産、使用、廃棄、リサイクルという一連のライフサイクルを通して、環境に与える影響を十分に考慮し、環境への負荷を

削減することによって、自動車がもたらす豊かさ(気持ち良い走り、快適・信頼)と地球環境対応(燃費性能抜本向上)の融合を目指していく

ことが私たちの責務だと考えています。

注）当社の自動車製造、販売等に関わる主な環境負荷を記載しました。これとは別に、LCAやScope3の算定を行っています。

工場・オフィスの取り組み



VOCの低減

自動車塗装工程から発生するVOC（揮発性有機化合物）排出量が、2014年度は塗装面積あたり47.7g/㎡となり、2000年度比47.8%低減しまし

た。

塗料の一部水性化、洗浄用シンナーの削減と回収率の向上等を継続しています。

2014年度全事業所の廃棄物発生量と処理の概要

セメント原料

製鉄用還元剤

RPF(固形燃料)など

再生紙・RPFなど

排水処理場汚泥

塗料カス

廃プラ

紙くず

主な再資源化方法主な廃棄物

0
外部中間処理後の埋立量

自社焼却物・直接埋立物はありません

廃棄物の社内中間処理および
外部中間処理後の再資源化量

14,937

金属くず再資源化量

100,878　　　　 廃棄物量
[金属くず含む産業廃棄物＋特別管理 
 産業廃棄物＋事業系一般廃棄物]

120,477

社内リサイクル量（アルミニウムなど）

4,662(単位：ton) 

国内外の生産工場において、2004年度から廃棄物のゼロエミッションを継続達成しています。

2014年度の廃棄物発生量とその処理概要は下記のとおりです。

廃棄物削減

省エネ設備の導入や生産性の向上、燃料転換などさまざまなCO2排出量削減の取り組みを継続的に行い、地球温暖化防止活動を推進していま

す。

第5次環境ボランタリープランで掲げた売上高当たりのCO2排出量削減は、2014年度は2006年度比43%削減しました。

地球温暖化防止活動



群馬製作所、東京事業所、本社では太陽光発電システムを導入しています。東京事業所では、定

格出力27kwの太陽光発電システムで年間33,807kwh発電し、使用電力の一部をカバーしています。

また、スバル興産㈱は、群馬県桐生市に定格出力420kw（戸建住宅100軒相当）の太陽光発電シス

テムを導入し、2014年度から売電事業を開始しました。

再生可能エネルギーの導入

本社では製紙会社と連携し、排出される古紙類を再処理し、コピー用紙として再利用する取組みを始めました。これにより「生産→消費・

使用→廃棄」の一方通行から古紙類をできるだけ回収し、繰り返し利用することで天然資源の消費・使用をできるだけ減らす循環型仕組み

を確立しました。また、調達しているコピー用紙は、適切な森林経営がされている森林認証を受けた再生コピー用紙です。

本社のエコの取り組み

使用・消費

再生コピー用紙
購入

古紙排出・回収
資源として再利用

再生コピー用紙
生産

PCB廃棄物搬出作業状況

当社ではPCB廃棄物を法に則り適正に保管しています。

2014年度は群馬製作所、伊勢崎事業所、宇都宮製作所のPCB廃棄物（コンデンサー）を専門業者に

委託し適正処理しました。

PCB廃棄物の保管・管理状況

当社では、1998年から自主的に事業所の土壌・地下水調査を行い、必要に応じて浄化対策と地下水モニタリングを行ってきました。

2003年土壌汚染対策法施行以降は、法に則り届出や調査を実施しています。

土壌・地下水汚染防止



小部品梱包

スバル車のCKD*用部品の梱包・輸送を行なっている株式会社スバルロジティクスでは、梱包資材

の再利用化を柱に、環境負荷低減活動に取り組んでいます。

2014年度のリユ－ス梱包資材の取扱量は、552.7トンで前年比114%増、リユ－ス梱包資材の新規購

入割合は、16.2%で前年比26ポイント減となりました。

これは昨年購入した梱包資材のリユースが着実に進んだことにより新規購入割合が減少したため

です。

今後も梱包資材の再利用化を拡大して、環境負荷低減活動に取り組んでいきます。

アルミホイールダネッジ

梱包資材の再利用化

25.0
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（年度）20142013201220112010

27.0

28.7

31.4

32.7

30.0

スバル車１台あたりの輸送時ＣＯ2排出量◎

スバルの輸送では、最適な輸送標準ルートの設定、モーダルシフトの推進、積載効率向上など、輸

送の効率化を進めることで環境負荷低減活動に貢献しています。

近年は首都圏高速道路網の整備とともに、効率的に高速道路を使用し、完成車輸送における使用燃

料（燃費向上）や排出CO2の削減を図っております。

また、輸送する完成車の車種構成の変化、車両の大型化に柔軟に対応、積載荷姿の検討・改善をす

ることで、積載率を向上し輸送便数の削減に取り組んでいます。

一方で同業他社と実施している完成車の共同輸送について、2014年度共同輸送取扱量（他社への委

託台数と他社からの受託台数の合計）は、対前年101％の実績となりました。

スバル車の輸送における環境負荷の低減

物流の取り組み



スバル販売特約店では、環境保護のため、事業活動において排出される廃棄物の適正処理活動を2012年4月から強化しています。

従来の処理方法の見直しはもとより、再資源化を目的として各産業体や企業との連携・協力のもと、ゼロエミッション活動を展開し、国内での

資源循環を目指しています。活動内容は、使用済み鉛バッテリー・廃オイル・使用済みタイヤ等、多岐に渡り展開中です。

これらの結果、2014年度には使用済鉛バッテリー1,047トン、使用済オイル3,169キロリットル、使用済タイヤ142,485本を回収し再資源化しま

した。

ステークホルダーに一番近い販売特約店のゼロエミッション活動は、より身近な環境保全活動であると共に、企業責任の明確化と資源の再資源

化による有効活用および適正処理を推進し、商品に加え、安全・安心な環境が提供できるものと考えています。

国内の販売特約店のゼロエミッション

タイヤ オイル  バッテリーバンパー

処理、再資源化

再生油

舗装材燃料チップ

暖房、花栽培の燃料

再生ＰＰとして
自動車部品に再利用

再生ＰＰ
再生鉛、再生銅

当社は国内の販売特約店における環境保全の取り組みを強化するために、環境省がISO14001をベースに策定した環境マネジメントシステム 

「エコアクション21」の導入を積極的に奨励し支援してきました。

2009年1月の東京スバル株式会社を皮切りに順次認証を取得し、2011年3月に全国内販売特約店・全拠店で認証取得を完了し継続中です。「

エコアクション21」を全社・全拠点・全事業所での認証取得は、国内自動車メーカーで唯一の例となっています。

引き続き「エコアクション21」を活用したスバルチームの自主的な環境保全活動を支援していきます。

国内の全販売特約店・全拠点で「エコアクション21」認証取得

販売の取り組み



2014年度より2年間の計画で販売特約店の看板を順次LED照明へ切り替えを実施しており、販売特約

店のほぼ半数の切り替えが完了しました。

この施策により、従来の蛍光灯タイプと比較して電力消費は１拠点平均約80％削減しています。

国内の販売特約店の省エネルギー



■▶ ■▶

■▶

■▶■▶

ワイヤリングハーネスには多くの銅が使用されているため、シュレッダー処理前にこれらが使

用済み自動車より回収できれば、鉄と銅の分別が進み、資源の利用価値も上がります。

当社では、短時間で効率よく回収できるハーネスレイアウトや構造について研究を行っていま

す。「5代目レガシィ（2009年国内発売）」以降の新型車には、これらの成果を織り込んでいま

す。

当社では、限りある資源を有効に活用していくために、リサイクルを考慮したクルマづくりを推進しています。

ワイヤリングハーネス類の解体性向上

リサイクル配慮設計の推進

解体されたクルマは破砕されます。
シュレッダーダストはリサイクルされます。

エアバック類は取り外して
安全に処理しリサイクルされます。

その他部品は適正処理
（リユース・リサイクル）されます。

フロン類は回収し
適正処理し無害化されます。

使わなくなったクルマは
 ※引取業者に引き渡します。

※自治体に登録された
新車・中古車販売店、整備事業者等

ユーザーはクルマを買うとき
リサイクル料金等を支払います。

自動車リサイクル法では、自動車が使用済となった場合に、シュレッダーダスト、エアバッグ類のリサイクルとフロン類の処理が行われま

す。自動車リサイクルをご覧ください。

自動車リサイクルの流れ

自動車リサイクル



オレフィン系樹脂使用部分

加飾を施す基材にオレフィン系樹脂を使用

新型車・モデルチェンジ車のほとんどの内外装樹脂材に、リサイクル性に優れたオレフィン系樹脂を使用しています。

今後も積極的に採用していきます。

リサイクルしやすい材料の採用

部品材料のリサイクルは、その材質確認が重要です。

当社は業界ガイドラインに先駆け、1973年から樹脂部品の材質表示を行っています。

以前は目立たない裏面に表示し、部品を分解しないと材質が確認できませんでしたが

、リサイクルする際に分解作業なしで部品を材質で仕分けて、作業を効率化するよう

に表示位置を改善しました。

現在、スバル全車種のバンパーに実施しています。

材質表示の改善



2005年に施行された自動車リサイクル法では、自動車メーカーは「自動車破砕残さ(ASR)」「フロン類」「エアバッグ類」の全量引き取り、適

正処理が求められています。

2014年度は「ASR」の再資源化率が97.4%となり、2015年度法定基準の70%を既に達成しています。あわせて2011年5月に達成した埋立て処分ゼ

ロの月間記録を更新し続けています。

またエアバッグ類についても法定基準の85%を上回る94.1%を達成、フロン類についても引き取った全量を適正に処理しました。

自動車リサイクル法に基づく2014年度　再資源化等の実績はこちらをご覧ください。

使用済み自動車（ELV）の処理

*自主目標：日本自動車工業会が発表した2007年度以降の新型乗用車（国内生産、国内販売）に対する「車室内のVOC低減に対する自主取り組み」にて、厚生労働省が定

めた13物質について、室内濃度を指針値以下にするというもの

人体の鼻、のどなどへの刺激の原因とされるホルムアルデヒド、トルエン等の揮発性有機化合物を低減するために、車室内の部材や接着剤

の見直しに取り組んでいます。

「レガシィ」「レヴォーグ」「インプレッサ」「フォレスター」「エクシーガ」「BRZ」は、厚生労働省が定めた指定13物質について、室内

濃度指針値を下回るレベルに低減し、日本自動車工業会自主目標*を達成しています。

今後もVOC低減を進め、さらなる車室内環境の快適化に努めていきます。

車室内VOCの低減

削減目標／日本自動車工業会の自主行動計画

当社では自動車の環境負荷低減にも積極的に取り組んでいます。

開発車の日本自動車工業会の削減目標を達成すると共に、鉛・水銀の更なる削減や、臭素系難燃剤等の環境負荷物質の代替を進めています。

環境負荷物質の削減

http://www.fhi.co.jp/envi/recycle/index.html


宇都宮製作所◎

宇都宮市内の小学生や半田市内の小・中学校に、従業員が出向き、環境問題への理解を深めてもら

う環境出前教育を継続的に行っています。2014年度は約1,289名の小学生が参加しました。

地球温暖化の原因として、二酸化炭素を主とした温室効果ガスが挙げられています。環境出前教育

では、地球に見立てたフラスコを2つ用意し、1つには二酸化炭素を、もう1つには空気を充満させ

、太陽に見立てた赤外線ランプで温め温度の変化を測定しました。

すると二酸化炭素を充満させたフラスコの方の温度が高くなり、二酸化炭素には温室効果がある、

ということを実感してもらいました。

今後も、児童向けコミュニケーションの充実を図っていきます。

小学校教育の一助として工場見学の受け入れを継続して実施し、2014年度は、約84,200名の児童を

受け入れました。

また、同敷地内にあるスバルビジターセンターでは、8月に工場とクルマのリサイクルを紹介する

ゾーンを別フロアに移動し一新しました。

こちらでは、壁面のパネルの中に実際にリサイクルされるもの、リサイクルの結果出来上がったも

のを収納し、見学にいらした小学生のみなさまにとってより判り易い展示となりました。

群馬製作所◎

当社では、各事業所周辺地域の児童向けにさまざまな活動を行なっています。

児童向け環境コミュニケーション

車種別環境情報環境トップページ

当社は、ステークホルダーの皆さまとの関わりを大切に考え、ステークホルダーの皆さまに安心し、信頼していただける企業となるべく、

CSRレポートやインターネットなどの各種媒体を通じて、環境情報を幅広く社会に向けて発信しています。また、各事業所周辺地域の皆さま

向けには、工場ごとの「サイトレポート」にて環境情報を開示しています。

環境コミュニケーション

環境コミュニケーション



2014年12月には、日本最大級の環境展であるエコプロダクツ展にスバルが提案するライフスタイ

ルをより豊かに楽しんでいただく「SUBARU OUTBACK」を出展しました。またSOA、SIA、スバルオ

ブチャイナ、新本社ビルと国の内外におけるスバルならではの幅広い環境取り組みを紹介しまし

た。

「エコプロダクツ2014」に出展

環境問題への取り組みを企業の社会的責任として捉え、従業員に対するさまざまな環境教育を各階

層・各業務に応じて実施しています。

2014年4月には、自動車部門の新入社員368名、本社新入社員200名に対し、「新入社員環境保全教

育」を実施しました。講師を務めた環境担当者が、地球環境問題やスバルの環境方針・環境保全活

動について、一人ひとりが取り組むことの重要性を事例を含めて説明しました。

また、ISO14001 環境マネジメントシステムの内部監査体制および各職場の環境保全活動の強化に

向け、「ISO14001内部監査員養成セミナー」を開催しています。このセミナーでは、外部から講師

を招き、参加者は2日間にわたり内部監査員としての知識を習得しました。

このような集合教育や職場内教育に加えE-ラーニングを利用した環境教育も行なっています。

従業員が日ごろから環境問題や環境効率を十分に意識して事業活動や環境活動に取り組むことが重

要であると考え、さらなる環境教育・啓発を進めていきます。

環境教育
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CO2排出量（北米4社の合計値）◎

地球温暖化防止のため、北米各社ではさまざまな対策を推進し、CO2総量の削減に努めています。2014年度の北米4社のCO2総排出量は

146,390トンで、2013年度に比べ約6.9%増加少しました。これは、SIAの増産の影響であり、生産台数当たりの原単位では減少しています。

生産量の増加に伴いCO2排出量が増加する中、北米各社ではさまざまなCO2排出量削減に取り組んでいます。

SIAでは、ISO50001によるエネルギー使用量の詳細な管理を、スバル車を販売しているSOAや研究・開発を行っているSRDでは、LEDライトへ

の交換等を行っています。

地球温暖化防止への取り組み

スバル車等を生産しているSIAは、2012年5月にエネルギーマネジメントシステム(EnMS)の国際規格

である「ISO50001」認証を米国内の自動車生産工場として初めて取得しました。SIAでは、これま

でもISO9001品質マネジメントシステム、ISO14001環境マネジメントシステムを米国内の自動車生

産工場として初めて取得しており、業界をリードした環境取り組みを推進しています。認証から3

年目の2015年3月にISO14001/50001認証を更新しました。

海外での環境活動への取り組み

海外での取り組み



SCIでは、環境活動強化期間として毎年６月のカナダ環境ウィークにさまざまな環境活動を行って

います。2014年度は、清掃強化週間の設定、CO2削減活動として自動車やバイクでの通勤の代わり

に公共機関の利用や徒歩通勤の推奨、E-waste週間では不要となった電子機器の収集等の活動を行

いました。

カナダ環境ウィーク2014

SIAは、「エネルギー/再生可能資源部門」において2014年インディアナ州知事環境優秀賞を受賞し

、インディアナ州環境局より表彰を受けました。この賞は、同州において優れた環境戦略を実践し

ている企業に贈られるもので、SIAの塗装工場での年間エネルギー使用量を2.4％（約464万キロワ

ット時）削減した実績が評価されました。

SIAがこの賞を受賞するのは、2003年の「リサイクル・リユース部門」、2006年の「5年間の継続的

な改善部門」に続き、今回で3回目となります。

州知事環境優秀賞受賞

その他の取り組み
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2014年度の北米4社の埋立廃棄量は440トンとなり、2014年度に比べて約4.3%の削減になりました。

なお、スバル車等を製造しているSIAでは、2004年から埋立ゼロを継続しています。

スバル車を販売しているSCIとSOAではぺ－パ－タオルの使用をやめ、ハンドドライヤーを採用するなど、廃棄物のさらなる削減に取り組ん

でいます。

廃棄物削減への取り組み　



SIAでは、環境保護庁（EPA）やインディアナ州環境局の規制に則り化学物質を管理しています。2014年度の化学物質の取扱量は2,339トン、

大気排出量は100トンでした。

化学物質管理

SRDでは、水の使用量の削減を更に進めるため、レインセンサーを導入しました。

このセンサーが、雨を感知すると散水機からの自動散布を制御することができ、水使用量を半減

させることができました。

水使用量の削減

SOAでは、毎年4月に開催されるアースデイに積極的に参加しています。2014年度は、電子機器小

売業者と共同で使用済電子機器類を104トン回収し、電子機器類に含まれる有用金属の再資源化に

協力しました。

電気電子機器廃棄物（E-waste）の回収
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　当社※の2014年度の主な環境パフォーマンスは、下記グラフの通りです。

　CO2排出量、廃棄物排出量、水資源使用量等ほとんどが操業増により、前年度に比べて増加しました。

※ 対象事業所：群馬製作所、東京事業所、埼玉製作所、宇都宮製作所

環境データ
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国内関連企業部会※2の2014年度の主な環境パフォーマンスを以下に示します。

CO2排出量、廃棄物発生量は操業増により、前年度に比べて増加しました。

※2　関関係会社の輸送機工業（株）、富士機械（株）、イチタン（株）、桐生工業（株）、（株）スバルロジスティクス（SLCO）の5社

国内関連企業
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